
（１）エボニ州
※アバカリキのデータがないため、近隣の州都エヌグのデータを掲載

エヌグ 降雨量

（2004年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 33.8 35.2 34.9 33.7 32.1 30.7 29.6 29.5 30.1 31.1 32.6 33.1

平均最低気温（℃） - - - - - - - - - - - -

平均気温（℃） 27.5 29.3 30.7 28.5 27.2 26.3 25.8 25.6 25.5 26.7 27.1 26.7

降雨量（mm） 0.0 6.4 4.8 186.8 305.5 222.3 284.7 174.1 292.3 258.1 22.1 33.1 1,790.2

エヌグ 降雨量

（2005年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 32.2 35.8 36.5 36.7 30.3 30.2 29.4 29.8 31.5 33.7 33.2 33.1

平均最低気温（℃） - - - - - - - - - - - -

平均気温（℃） 26.1 29.9 29.7 29.5 27.4 26.6 25.4 25.5 26.0 26.4 27.2 27.0

降雨量（mm） 0.0 26.9 20.8 115.6 170.0 258.3 277.6 292.0 283.6 228.5 24.1 0.0 1,697.4

エヌグ 降雨量

（2006年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 34.4 35.9 34.8 32.7 31.9 31.0 29.5 29.8 29.9 30.6 31.8 32.2

平均最低気温（℃） - - - - - - - - - - - -

平均気温（℃） 28.7 29.5 29.3 29.2 26.7 26.5 26.0 25.8 25.4 26.5 26.5 25.6

降雨量（mm） 43.9 4.6 78.9 139.4 375.0 369.2 402.5 188.3 261.8 233.7 0.0 0.0 2,097.3

（出典）：ナイジェリア気象局ゴンベ州気象支所

（２）ゴンベ州

ゴンベ 降雨量

（2004年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 31.4 32.8 36.0 38.5 34.5 31.6 29.7 28.7 30.5 33.7 34.3 33.1

平均最低気温（℃） 18.8 19.9 23.3 26.0 24.5 22.7 21.6 21.9 22.5 23.4 22.5 19.1

平均気温（℃） 24.3 25.0 28.7 31.9 28.7 27.2 25.8 25.1 26.0 29.3 29.2 26.8

降雨量（mm） 0.0 0.0 0.0 15.7 102.1 64.1 266.2 464.0 106.0 50.5 0.0 0.0 1,068.6

ゴンベ 降雨量

（2005年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 29.4 37.2 38.9 38.6 35.4 31.6 29.4 28.5 30.5 31.9 33.4 32.7

平均最低気温（℃） 17.3 24.5 26.9 26.5 25.3 23.2 22.7 22.3 22.8 22.3 20.4 19.9

平均気温（℃） 22.5 30.5 33.1 32.5 29.8 27.1 25.2 24.9 26.6 28.2 28.7 27.1

降雨量（mm） 0.0 0.0 0.0 68.3 67.6 150.0 146.3 351.6 106.8 84.9 0.0 0.0 975.5

ゴンベ 降雨量

（2006年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

平均最高気温（℃） 34.5 36.4 37.7 39.2 35.3 31.9 30.5 29.2 29.7 32.3 32.2 30.2

平均最低気温（℃） 20.6 23.4 24.3 25.5 24.4 23.0 22.8 22.2 21.8 23.0 20.4 16.7

平均気温（℃） 27.3 29.8 31.7 32.7 29.6 27.2 26.3 25.7 26.3 28.7 26.8 23.5

降雨量（mm） 0.0 0.0 0.0 0.0 70.4 129.5 197.7 229.2 300.5 40.1 0.0 0.0 967.4

（出典）：ナイジェリア気象局

Administrator
６．気象データ（月別気温、降雨量）：エボニ州、ゴンベ州
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実施方式別案件比較表 

単位：円 

比較項目 一般無償 コミ開無償－A コミ開無償－B 

実施期間 36ヶ月 36ヶ月 18ヶ月 

調達代理 なし JICS（1名） JICS（1名） 

詳細設計・入札図書作成 なし（概略設計調査） なし（概略設計調査） 

入札業務 

日本コンサル 

JICS JICS 

日本コンサル 1名 2名（総括＋施工指導） 4名（総括＋施工指導3）
監理 

現地コンサル 各サイト1名 各サイト1名 各サイト1名 

日本企業 管理スタッフ派遣 なし なし 

実施体制 

施工 

現地企業 調達、施工一括請負 1社に 1州分一括発注 1社に 1州分一括発注 

調達管理費 0 138,200,000 73,200,000

詳細設計費 0 0
設計・ 

監理費 監理・ソフコン費 

300,200,000

323,900,000 257,000,000

建築 1,172,800,000 1,172,800,000 1,172,800,000
直接 

工事費 家具・井戸 172,400,000 172,400,000 172,400,000

間接工事費 577,000,000 0 0

工事費 

総工事費 1,922,200,000 1,345,200,000 1,345,200,000

事業費 

総事業費 2,222,400,000 1,807,300,000 1,675,400,000

調達管理費 0 282,000 149,000

設監費 613,000 661,000 524,000

工事費 3,922,000 2,745,000 2,745,000

教 室 当 り

事業費 

総事業費 4,535,000 3,688,000 3,418,000

 

第一次計画 総事業費（ＢＤレポート）     1,659,000,000 
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事業費設定根拠 

 

（１）案件規模 

第一次計画と同内容で同規模と仮定する。 

１）対象州＝3州 

２）対象校数＝70校 

３）施設規模＝教室490、校長室 13、便所ブース382、深井戸 19、家具黒板490教室分 

 

（２）実施方式 

１）一般無償 

第一次と同様の方式で実施する。実施期間は3期ｘ12月＝36ヶ月とし、１期で１州において実施し

各州平均24校、164教室を建設する。1校工期＝3ヶ月とする。 

 ａ）詳細設計並びに入札業務 

相手国政府との契約に基づき日本のコンサルタントが日本国内で実施する。 

ｂ）監理 

邦人コンサルタントの技師1名と現地コンサルタント（各サイト1名）とで実施する。 

ｃ）施工 

日本企業が元請け会社となり、現地施工会社を下請けとして使い施工指導する。 

 

２）コミ開無償 

Ａ方式とＢ方式の２種類を検討する。Ａ方式は一般無償と同様に州ごとに順次実施し、各州12ヶ月

掛けて3州合計 36ヶ月で完了させる。これに対してＢ方式は、期間を短縮することにより実施効果

の発現を早めるとともに管理と監理にかかるコストを縮減することを目的として、各州 3ヶ月間隔

で順次着工し、全体を18ヶ月で完了させる方式である。 

ａ）共通事項 

①詳細設計は概略設計調査の中で邦人コンサルタントが主体となり、現地コンサルタントを助

手として雇い実施する。現地コンサルタントの体制は一般無償と同じとする。 

②入札図書は概略設計の中で作成した入札図書参考資料をもとにJICS が作成する。 

③入札業務はP/Qを含み JICS が実施する。 

ただし監理に従事する邦人コンサルタントがそれを補佐する。 

④施工は教室家具の調達を含み、各州ごとに現地業者に対して一括発注する。 

ただし一括受注できる建設会社を確保するためにP/Qを実施する。 

     ⑤監理は概略設計調査を担当した邦人コンサルタントがJICS との契約に基づき実施する。 

  ｂ）Ａ方式 

     ①調達管理体制：JICS 職員 1名、従事期間38ヶ月とする。 

     ②監理体制：日本人コンサルタント2名（総括技師＋施工技師、各36ヶ月）で実施する。 

     ③ソフトコンポーネント事業：一般無償と同じ体制・方法で実施する。 
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   ｃ）Ｂ方式 

①調達管理体制：JICS 職員 1名、従事期間20ヶ月とする。 

②監理体制：日本人コンサルタント 4名（総括技師１名 18ヶ月＋施工技師 3名各 12 ヶ月）で

実施する。 

 ③ソフトコンポーネント事業：一般無償と同じ体制・方法で実施する。 

 

（３）事業費の推定 

 １）一般無償の場合の事業費 

   ａ）推定の方法 

     ①校舎建設にかかる直接工事費 

ナ国校舎建設の現在単価で第一次計画を実施した場合のコストを算出し、それに日本人技術

者が設計し、監理することによる増加率を掛けたものを直接工事費とする。増加率は経験上

1.5倍と仮定する。 

②家具・井戸の整備にかかる直接工事費 

 家具や井戸の整備費用に関する現在のデータが十分得られなかったことから、これら費用の

建物建設費に対する割合から推定する。第一次計画では家具・井戸の整備費用の建物建設費

に対する割合が 14.7%であったことから第二次計画でも同様にとし、建物の直接工事費の

14.7%に相当する金額を家具・井戸の整備にかかる直接工事費と仮定する。 ①ｘ0.147 

③施設建設費  

施設建設費は直接工事費と間接工事費とからなる。散在型小学校建設計画の場合、直接工事

費の施設建設費に対する割合は約70％である。すなわち次の式が成り立つ。 

施設建設費ｘ70％＝直接工事費＝（①+②）→ 

施設建設費＝（①+②）÷0.7＝①ｘ（1＋0.147）÷0.7＝①ｘ1.639 

④設計監理・ソフコン費 

第一次計画における当該費用の総事業費に対する割合は 2.28/16.59＝0.137 であったことか

ら、この比率を用いた次の関係式から求める。 

総事業費＝③+④とするとき④＝（③＋④）ｘ0.137 が成り立つ。 

従って 0.863ｘ④＝0.137ｘ③→④＝③ｘ0.137/0.863→ 

④＝③ｘ0.159＝①ｘ1.639ｘ0.159＝①ｘ0.256 

     ⑤総事業費 

        総事業費＝③+④＝①ｘ1.639＋①ｘ0.256＝①ｘ1.895 

 

   ｂ）推定事業費の計算 

①校舎建設にかかる直接工事費 

 次頁に示す基本建築コスト 781,900,000 円に増加率 1.5掛けて求める。 

      ＝781,900,000 円ｘ1.5＝1,172,850,000 円→1,172,800,000 円 
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基本建築コスト 
 １）定義 

基本建築コストとは、第一次計画と同様の内容の校舎整備を「ナ」国の仕様で実施した場合のコス

トであり、教室建設費、校長室/倉庫ユニット建設費、及び便所建設費からなる。 

 ２）算定方法 

   ａ）教室建設費 

       ＝３教室校舎の平均工事費（VAT5％及び予備費5％を除く）÷（教室数＝3）ｘ490 

   ｂ）校長室/倉庫ユニット建設費 

     ①算定式：（校長室/倉庫ユニット数）ｘ（ユニットの単価） 

     ②ユニット数＝13 

③ユニット単価：教室の 1/2 の小部屋で壁負担率が高いので平米単価は教室の 1.5 倍とする。

単価＝1教室建設費ｘ1/2ｘ1.5＝1教室建設費ｘ0.75 

     ④校長室/倉庫ユニット建設費＝13ｘ（1教室建設費ｘ0.75）＝1教室室建設費ｘ9.75 

   ｃ）便所建設費 

     ①算定式＝（便所ブース数）ｘ（ブース単価） 

②ブース数＝382 

③ブース単価＝4ブース便所平均工事費（VAT5％及び予備費5％を除く）÷4 
④便所建設費＝（382）ｘ（4ブース便所平均工事費÷4） 

   ｄ）基本建築コスト＝教室建設費＋校長室/倉庫ユニット建設費＋便所建設費 

 ３）算定結果 

   ａ）教室建設費 

     下表のアダマワ州とカノ州のデータから室当り単価の平均値を採用する。 

（1,853,960＋1,641,930）ナイラ÷2ⅹ490ｘ0.8229 円/ナイラ 

＝1,438,834 円ｘ490＝705,028,660 円 

小学校校舎工事費 

工事費（N） 
州名 タイプ 面積（㎡）

純工事費（注） ㎡単価 ブース/室単価

2教室＋校長室 180.62 4,865,889.45 26,940 2,432,945

3 教室 215.54 5,561,880.61 25,804 1,853,960アダマワ 

3教室＋倉庫 240.12 6,579,221.21 27,400 2,193,074

ボルノ 
2教室＋校長室 178.39 4,708,501.00 26,394 2,354,251

エボニ 3教室＋校長室 261.55 6,162,310.00 23,561 2,054,103

2 教室＋校長室 195.87 4,436,851.20 22,652 2,218,426

3 教室＋校長室 278.94 5,763,715.58 20,663 1,921,239ゴンベ 

4ブース便所 15.06 886,478.82 58,863 221,620

カノ 3教室 227.63 4,844,790.34 21,284 1,614,930

2 教室＋校長室 175.04 3,710,210.20 21,201 1,855,105
カツィナ 

4ブース便所 25.11 631,140.00 25,135 157,785

3 教室＋校長室/倉庫

＋図書室 
288.00 6,890.810.00 23,926 2,296,937

オヨ 

4ブース便所 22.77 881,680.00 38,721 220,420

データ出所：回答書及び附属資料、要請書（カッチーナ）          

純工事費内容：工事費＋仮設費でありVATおよび予備費は除いてある 

為替レート：2008年 9月初旬、出所：http://www.exchangerate.com 

   ｂ）校長室/倉庫ユニット建設費 

＝1教室室建設費ｘ9.75＝1,438,834 円ｘ9.75＝14,028,631 円 

   ｃ）便所建設費 

     上表のゴンベ州、カッチーナ州、及びオヨ州のデータからブース当りの平均単価を採用する。

（221,620＋157,785＋220,420）ナイラ÷3ⅹ382ｘ0.8229 円/ナイラ 

        ＝62,851,223 円 

   ｄ）基本建築コスト＝教室建設費＋校長室/倉庫ユニット建設費＋便所建設費 

            ＝705,028,660 円＋14,028,631 円＋62,851,223 円 

            ＝781,908,514 円 → 781,900,000 円、１教室当り1,596,000 円 
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②家具・井戸の整備にかかる直接工事費＝ 

 ①ｘ0.147＝1,172,800,000 円ｘ0.147＝ 172,400,000 円 

③施設建設整備費＝ ①ｘ1.639＝1,172,800,000 円ｘ1.639＝1,922,200,000 円 

④設計監理・ソフコン費＝ ①ｘ0.256＝1,172,800,000 円ｘ0.256＝ 300,200,000 円 

⑤総事業費＝     ①ｘ1.895＝1,172,862,771 円ｘ1.895＝2,222,400,000 円 

 

上記事業費は第一次計画と全く同じ規模内容の施設を建設した場合の現在価格であるが、第一

次計画の基本設計時積算費用に対して34％増となった。 

 

 ２）コミ開無償Ａ方式の場合の事業費 

   ａ）推定の方法 

①建物工事費 

一般無償の場合の校舎建設にかかる直接工事費と同額とする。 

②家具整備・井戸建設工事費 

   一般無償の場合と同額とする。 

③施設建設整備費  

上記①と②の和で求める。 

④設計監理・ソフフトコンポーネント費 

設計費：詳細設計及び入札図書参考資料の作成は概略設計調査に取り込んで行うので設

計費は計上しない。   →      0 円 

監理・ソフコン費： 

    散在型学校建設案件の建物は比較的単純であり、設計費が設計監理・ソフコン

費に占める割合を25％、残りの75％が監理費及びソフコン事業が占めると仮定

する。監理は一般無償の場合の体制に日本人技術者を 1 名追加した体制で実施

し、ソフトコンポーネント事業は一般無償の場合と同様に行うこととする。従

って監理費・ソフコン事業費は、一般無償の場合の設計監理・ソフコン費の75％

に日本人技術者一人の追加派遣にかかる費用を加える。追加派遣費用は単価を

設定して算定する。 

     ⑤調達監理費 

JICS 職員 1 名が 38 ヶ月間常駐して調達監理に当たることとし、単価を設定して算定す

る。 

 

ｂ）推定事業費の計算 

①建物工事費 1,172,800,000 円 

②家具整備・井戸建設工事費 172,400,000 円 

③施設建設整備費  1,345,200,000 円 

④監理・ソフコン費 
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単価設定：以下のとおり設定する。 

人件費＝800,000 円/人月（日本人）、＝ 50,000 円/人月（現地人） 

渡航費＝1,000,000 円/回 

滞在費＝15,000 円/日人ｘ30日/月ｘ0.8＝360,000 円/月人 

車両費＝300,000 円/月台 （日本人技師1人に 1台） 

事務所経費（2人）＝1,500,000 円/月（家賃＋電気代＋通信費＋消耗品等） 

        基本費用：一般無償設計監理費ｘ0.75＝300,200,000 円ｘ0.75＝ 225,150,000 円 

追加費用 

人件費＝800,000 円/月ｘ2.5ⅹ36月＝   72,000,000 円 

渡航費＝1,000,000 円/回ｘ3回＝       3,000,000 円 

滞在費＝360,000 円/月ｘ36月＝  12,960,000 円 

車両費＝300,000 円/月ⅹ36月＝ 10,800,000 円 

  合計 98,760,000 円 

基本費用＋追加費用＝ 323,910,000 円 

監理・ソフコン費＝ 323,900,000 円 

合計額の内訳の検討： 

日本人人件費＝800,000 円/人月ｘ2.5ｘ（36月＋36月）＝ 144,000,000 円 

現地人人件費＝50,000 円/人月ｘ2.5ｘ3月/サイトｘ70サイト＝ 26,250,000 円 

渡航費＝600,000 円/回ｘ2人ｘ3回/人＝ 6,000,000 円 

滞在費＝360,000 円/人月ｘ2人ｘ36月＝ 25,920,000 円 

車両費＝300,000 円/月台ｘ36月ⅹ2台＝ 21,600,000 円 

事務所経費＝1,500,000 円/月ｘ36月＝ 54,000,000 円 

小計＝ 277,770,000 円 

ソフコン費その他諸経費＝合計－小計＝ 46,140,000 円 

合計＝ 323,910,000 円 

⑤調達監理費 

単価設定：以下のとおり設定する。 

人件費＝800,000 円/人月（日本人） 

渡航費＝1,000,000 円/回 

滞在費＝15,000 円/日人ｘ30日/月ｘ0.8＝360,000 円/月人 

車両費＝200,000 円/月台（セダン） 

事務所経費（1人）＝1,000,000 円/月（家賃＋電気代＋通信費＋消耗品等） 

        調達監理費 

人件費＝800,000 円/人月ｘ2.5ｘ38人月＝ 76,000,000 円 

渡航費＝1,000,000 円/回ｘ3回＝ 3,000,000 円 

滞在費＝360,000 円/月人ｘ38人月＝ 13,680,000 円 

車両費＝200,000 円/月台（セダン）ⅹ38月＝ 7,600,000 円 
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事務所経費（1人）＝1,000,000 円/月ⅹ38月＝ 38,000,000 円 

合計＝ 138,280,000 円 

調達監理費 138,200,000 円 

 

 ３）コミ開無償 －Ｂ方式－ 

ａ）推定の方法 

①建物工事費 

Ａ方式と同様に一般無償の場合の校舎建設にかかる直接工事費と同額とする。 

②家具整備・井戸建設工事費 

   Ａ方式と同様に一般無償の場合と同額とする。 

③施設建設整備費  

Ａ方式と同様に上記①と②の和で求める。 

④設計監理・ソフトコンポーネント費 

設計費：Ａ方式と同様に、コミ開方式の場合は詳細設計を概略設計調査で行うこととす

るので設計費は計上しない。 

監理・ソフコン費： 

            Ａ方式で設定した単価、並びに分析した単価に以下の数量を掛けて求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤調達管理費 

JICS 職員 1 名が 20 ヶ月間常駐して調達管理に当たることとし、Ａ方式で設定した単価

を用いて算定する。 

 

ｂ）推定事業費の計算 

①建物工事費 1,172,800,000 円 

②家具整備・井戸建設工事費 172,400,000 円 

③施設建設整備費  1,345,200,000 円 

④監理・ソフコン費 （単価はＡ方式と同じ） 

日本人人件費＝800,000 円/人月ｘ2.5ｘ54人月＝ 108,000,000 円 

 

項目 数量 

日本人 1人ｘ18月＋3人ｘ12月＝54人月分 監理 
人件費 現地人 各サイト 1人→延べ 70人分（Ａ方式に同じ） 

渡航費 1人ⅹ2回＋3人ⅹ１回＝5人回 

宿泊費 日本人人月に同じ→54か月分 

車両費 同上→54か月分 

事務所経費 18ヶ月分 

ソフコンその他諸経費 Ａ方式に同じ 



 －166－

現地人人件費＝50,000 円/人月ｘ2.5ｘ3月/サイトｘ70サイト＝ 26,250,000 円 

渡航費＝1,000,000 人円/回ｘ5回/人＝ 5,000,000 円 

宿泊費＝360,000 円/人月ｘ54人月＝ 19,440,000 円 

車両費＝300,000 円/月台ｘ54台月＝ 16,200,000 円 

事務所経費（4人）＝2,000,000 円/月ｘ18月＝ 36,000,000 円 

ソフコン費その他諸経費＝ 46,140,000 円 

合計＝ 257,030,000 円 

監理・ソフコン費 257,000,000 円 

⑤調達監理費 （単価はＡ方式と同じ） 

人件費＝800,000 円/人月ｘ2.5ｘ20人月＝ 40,000,000 円 

渡航費＝1,000,000 円/回ｘ2回＝ 2,000,000 円 

滞在費＝360,000 円/月人ｘ20人月＝ 7,200,000 円 

車両費＝200,000 円/月台（セダン）ⅹ20月＝ 4,000,000 円 

事務所経費（1人）＝1,000,000 円/月ⅹ20月＝ 20,000,000 円 

合計＝ 73,200,000 円 

調達監理費＝ 73,200,000 円 

 

 

 



 

 

８．UBEC による免税措置の手順に関する書簡写し 
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９．連邦国税局（FIRS）発行の免税措置のための書簡写し 
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